
市公立学校管理規則での規定

１ 時間外勤務時間の上限の範囲
⑴ １箇月について45時間を超えないこと
⑵ １年間について360時間を超えないこと

２ 児童生徒等に係る臨時的な特別の事情
がある場合の時間外勤務時間の上限
⑴ １箇月について100時間を超えないこと
⑵ １年間について720時間を超えないこと
⑶ 連続する複数月（２箇月から６箇月）の１
箇月当たりの平均が80時間を超えないこ
と
⑷ １箇月の在校等時間が45時間を超えて
業務を行う月は１年間に６月まで

３ １年単位の変形労働時間制の整備と運用

４ 教育職員の職務の規定

令和７年度大洲市立学校に係
る業務改善計画

１ 大洲市立学校における業務改善事業
の実施
⑴ 働き方改革検討委員会の継続
⑵ 教育職員の意識の改革
⑶ 事務負担の軽減
⑷ 授業や指導等の負担軽減
⑸ 部活動の負担軽減
⑹ 県教育委員会、学校との連携
⑺ 保護者や地域との連携
⑻ その他
２ 公立学校管理規則の改定及び周知

部活動の地域展開実施年度末までに、時間
外勤務が月80時間を超える教育職員を０に
する。あわせて、45時間以内の教育職員を
増やす。

教育職員の時間外勤務時間を短縮するための主要施策
１ 「大洲市立学校における業務改善事業」の推進
２ 学校における働き方改革に関する教育職員への啓発と意識改革
３ 学校閉庁日及び定時退庁日の設定
４ ＩＣＴ機器等の効果的な活用法の研究及び支援
５ 登下校指導への地域住民や教職員ＯＢ、地域の企業等の活用
６ 各種提出書類の整理統合及び押印の廃止と電子化
７ 会議等のペーパーレス化
８ スクール・サポート・スタッフの効果的な活用法の研究の推進
９ オンライン会議等の活用
10 タブレットを活用した学習の充実と家庭連絡等への活用

教育委員会・地域・諸団体の
連携

１ 大洲市ＰＴＡ連合会への協力の
要請
２ 教職員ＯＢへの支援の要請
３ コミュニティーセンターを通じた
地域への周知と啓発
４ 市広報等による市民への啓発
５ 地域学校協働活動推進員の配
置の検討

令和７年度大洲市立学校教育職員の
勤務時間削減のために

令和６年度の１か月当たりの時間外勤務時間調査結果 （１月末現在）
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32.141.437.443.063.332.342.9令和４年度小

学
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71.539.834.546.966.733.344.9令和５年度

29.839.937.045.660.129.843.9令和６年度

43.544.661.963.834.657.9令和４年度中

学
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41.147.164.766.837.859.3令和５年度

32.844.858.663.429.353.8令和６年度


